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人であるアルプレヒト（W. E. Albrecht）が、1837 年に、マウレンブレッヒャー
（Maurenbrecher）の『今日のドイツ国法概要（Grundsaetze des heutigen 
deutschen Staatsrechts）』に関して公にした講評に端緒があると日付けられる
のが普通であるとされている（39）。また、ルップによれば、とりわけ 1852 年の





































































































































































































































































































































































































































































































































































































であろう。」とされて（139）、ルップの Grundfragenの 262 頁以下を参照とされて
いる（140）。しかし、この場合、不作為（作為との対比で）との表現を原田博士







































































































































































雜誌 116 巻 2 号 1 ～ 88 頁）、「同（二）」（1999 年、同 116 巻 3 号 341 ～ 411 頁）、
「同（三）」（1999 年、同 116 巻 5 号 766 ～ 855 頁 ,未刊）および、同「抗告訴
訟における実体法の観念－あるいは行政法における実体法の観念、その現況」
『小早川光郎先生古稀記念・現代行政法の構造と展開』（2016 年、有斐閣、












































































プの結論は、当時まで論争されていた status論と、主観的公権（das subjektive 








































































































































こ と を 前 提 に 論 ぜ ら れ る の で あ る。Vgl. Rupp, Grundfragen der heutigen 
Verwaltungsrechtslehre, S.7.
（３） 　塩野宏『オット ・ーマイヤー行政法学の構造』（1962 年〈昭和 37 年〉、有斐閣）88 頁、
132 頁、276 頁、349 頁、366 頁参照。
（４）　塩野・前掲書 284 頁、
（５） 　Vgl. Peter Badura, Verwaltungsrecht im liberalen und im sozialen Rechtsstaat, 1966. なお、
バズーラ教授は、1967 年にも『自由主義的法治国家の行政法（Das Verwaltungsrecht des 
liberalen Rechtsstaates）』（1967）を出版されている。
（６） 　高田敏「オーストリアにおける『法律による行政』とわが国における問題点（１）」
広大政経論叢 13 巻５・６号（1964 年〈昭和 39 年〉）166 頁。ただし、ルップ理論は、
その後の高田理論のなかにほとんど引用されることはなかった。
（７） 　杉村敏正『全訂・行政法講義　総論（上巻）』（1969 年〈昭和 44 年〉、有斐閣）42 頁
以下参照）。
（８）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.176.
（９）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.164.
（10）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.262.
（11）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.265.
（12） 　繰り返しになるが、ルップによれば、個々の臣民のために、客観的な行政法律の単
なる反射だけでなく、不法な強制からの個人の保護領域および自由の領域を創造し、





（Grundpfeiler）が構築された。Vgl. Rupp, a.a.O., S.110.
（13）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.110.

















































（18）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.231.
（19）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.262.




イナーの言葉が引用されている。塩野・前掲書 150 頁参照。Vgl. Fleiner, Institution des 
deutschen Verwaltungsrechts, 3. Aufl., S. 164 f.




（25）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.256.
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れている。
（31） 　Dietrich Jesch, Gesetz und Verwaltung, 1961. この書物は Otto Bachof博士に捧げられて
いる。
（32）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.111, 132f.











（36）　また、vgl. Rupp, a.a.O., S. 128.
（37）　中川義朗『行政法理論と憲法』（2018 年、法律文化社）187 頁参照。
（38）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 106.
（39） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 106. アルプレヒトについては、塩野・前掲書 85 頁以下に緻密な
分析がある。また、石川敏行教授も、アルプレヒトについては、彼は国家法人論の濫
觴であると指摘されている。石川敏行「ドイツ公権論の限界（一）」法学新報 86 巻４・
５・６号（1979 年）143 頁、145 頁参照。山本・前掲書においては、Albrechtについて、
少なくとも索引にはその名前は出て来ない。
（40）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 106.
（41）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 106.
（42） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107. ; Regierungは、中川義朗教授によれば、政庁と訳されている。
中川義朗『ドイツ公権理論の展開と課題』（1993 年、法律文化社）23 頁、27 頁参照。
本稿では、一応、政府と訳しておく。
（43）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107.
（44）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107.
（45）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107.
（46）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107.
（47）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107.
（48）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 107.
（49）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 108.
187 － ハンス・ハインリッヒ・ルップ行政法学と日本行政法学（村上）
－ 48 －
（50）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 109.
（51）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 109.
（52）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 110.
（53）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 110.
（54）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 111.
（55）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 111.
（56）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 111.
（57）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 111.
（58）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 111.
（59）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 111 f.

















である。Vgl. Rupp, a.a.O., S. 9 f. Anm. 31. なお、このことを指摘する論説として、vgl. 
Ekaterini Vosniakou, Beitraege zur Rechtsverhaeltnistheorie, 1992, S. 29. Anm. 134.
（61）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 112.
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を否定し、」、「以上の点は、マイヤー行政法学の発展過程－私法的色彩よりの脱皮－を
示す一例として興味深いものがある」とされている（塩野・前掲書 154 頁〈註 1〉参照）。
ルップの指摘と個所は異なっているが、趣旨は同じであろう。ルップよりも先に、マ
イヤーの理論を解明されている塩野博士の眼力に驚嘆の限りである。
（63）　Vgl. Rupp, a.a.O., S.112.
（64）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 112.
（65）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 112.
（66）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 112.
（67） 　Vgl. Ekaterini Vosniakou, a.a.O., S. 29. Anm. 134.
（68）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 112.
（69）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 112f.
（70）　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 113.
（71）　山本隆司『行政上の主観法と法関係』（2000 年、有斐閣）211 頁参照。
（72） 　周知のように、1971 年に行われたレーゲンスブルクでのドイツ国法学者大会におけ
るバッホフ教授による報告である。Vgl. VVDStRL 30(1972), S. 194 ff.
（73） 　Otto Bachof, Die verwaltungsgerichtliche Klage auf Vornahme einer Amtshaftung. Zugleich 
eine Untersuchung ueber den oeffentlichrechtlichen Folgenbeseitigungsanspruch nach 
Aufhebung eines rechtswidrigen Verwaltungsaktes, 1. Aufl., 1951. ; 2. unveraenderte Aufl., 
1968, S. 98 ff.
（74） 　Vgl. Vosniakou, a.a.O. S. 62; vgl. Haeberle, VVDStRL 45(1987), S. 252(Aussprache).
（75）　Vgl. Vosniakou, a.a.O. S. 63.
（76）　Vgl. Vosniakou, a.a.O. S. 3 ff.
（77）　Vgl. Vosniakou, a.a.O. S. 229 ff.
（78） 　ドイツに於ける確認訴訟の諸判例について、vgl. Vosniakou, a.a.O. S. 153 ff. ギリシャ
の資金補助行政および判例について、vgl. Vosniakou, a.a.O. S. 253 ff.
（79）　とりわけ、中川義朗『行政法理論と憲法』151 頁以下参照。
（80）　山本・前掲書 208 頁以下、242 頁以下参照。
（81）　井上・鈴木・宮地・棟居・前掲書 35 頁以下参照。
（82）　Wilhelm Henke, Das subjektive oeffentliche Recht, 1968.
（83）　H. H. Rupp, Grundfragen der heutigen Verwaltungsrechtslehre, 1965.
（84） 　中川義朗『ドイツ公権理論の展開と課題』（1993 年、法律文化社）74 頁以下参照。






（87） 　Henke, a.a.O., S. 57. この点、ルップによるヘンケの著書にたいする書評参照。Vgl. 
Rupp, DVBl. 10. Maerz 1969, S. 221.




（89） 　神橋一彦『行政訴訟と権利論（新装版）』（2003 年、信山社）121 頁以下参照。
（90） 　原田尚彦「公権力の発動を請求する権利」『末川先生追悼論集・法と権利４』（1978 年、
民商法雑誌 78 巻臨時増刊号〈４〉）143 頁（註３）参照。























もとに～」広島法学 40 巻１号（2016 年）139 頁以下参照。なおまた、実体法上の権利・
義務について、遠藤博士は、行政法大系全体に亘って実体法上の請求権の発想で論ぜ
られているが、和解についても、これを訴訟段階でやってなぜいけないのであろうか、




（101） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 7.
（102） 　以下の分類は、vgl. Tobias Schneider, Folgenbeseitigung im Verwaltungsrecht, 1994, S.17. 
による。
（103） 　Vgl. Schneider, a.a.O., S.17.
（104） 　Gabriele Pietzko, Der materiell-rechtliche Folgenbeseitigungsanspruch, 1994, S. 45f.
（105） 　Pietzko, a.a.O., S. 45 f.  ピーツコの指摘のように、ルップは、Glossatorenすなわち、
VwGO113 条１項１文と結び付けて、結果除去請求権を根拠づけている特徴が指摘され
ているのである。
（106） 　井上・鈴木・宮地・棟居・前掲書 35 頁以下参照。
（107） 　三宅雄彦『保障国家論と憲法学』（2013 年、尚学社）193 頁参照。
（108） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 255.
（109） 　ルップによれば、結果除去は、ただ地位の侵害からの一般的な反作用権の流出物
（Ausfluss）にすぎないのであり、損失補償権とは何も関係ないとされるのである。Vgl. 
Rupp, a.a.O., S. 259.
（110） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 260.
（111） 　Christian-Friedrich Menger, Ueber die Identitaet des Rechtsgrundes der Staatshaftungsklagen 
und einiger Verwaltungsstreitsachen, in: Gedaechtnisschrift fuer W. Jellinek, 1955, S. 347 (350). 
メンガーは、ルップによれば、国家責任との比較から、取消事項（Anfechtungssachen）
の 場 合 と 同 じ よ う に そ の 基 礎 と な っ て い る、 公 法 上 の「 復 善 請 求 権
（Wiedergutmachungsanspruch）」に基づいて、結果除去請求権を発展させようと試みた
と分析されている。Vgl. Rupp, a.a.O., S. 174. ピーツコも、ルップと同じことを指摘して
いる。しかしピーツコは、さらに、結果除去請求権は、元々の状態の原状回復であるが、
メンガーの復善請求権理論は、かなりな範囲でそれを越えているとしている。Vgl. 
Pietzko, a.a.O., S. 46 (Anm. 26).
（112） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 174.
（113） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 174.
（114） 　Felix Weyreyther, Empfiehlt es sich, die Folgen rechtswidrigen hoheit l ichen 
Verwaltungshandelns gesetzlich zu regeln (Folgenbeseitigung, Folgenentschaedigung). 
Gutachten fuer den 47. Deutschen Juristentag, Band I(Gutachten), Teil B, 1968, S. 85f. なお、
基本権の統合性理論については、vgl. Schoch, Folgenbeseitigung und Wiedergutmachung im 






（115） 　Vgl.Pietzko, a.a.O., S. 45 f.
（116） 　Vgl. Schneider, a.a.O., S. 40. 民法とは利益状況が異なっているとし、公法においては、
公益が特別の考慮を必要とするとして、民法の類推を拒否するのである。
（117） 　Vgl. Katharina Henzler, Folgenbeseitigung und Folgenersatz als negatorische 
Leistungsansprueche, 2015.







（119） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.262 f.
（120） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.263.
（121） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.263.
（122） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.264.
（123） 　以上、vgl. Rupp,a.a.O., S.264f.
（124） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.265: vgl. Menger, DOEV, 1955, S. 588.
（125） 　以上、vgl. Rupp, a.a.O., S.265.
（126） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.263, 267.
（127） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.263.
（128） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.267.
（129） 　Vgl.Rupp, a.a.O., S.267. 警察も給付行政として、Erich Becker, VVDStRL 14, S. 109 ff.
（130） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.269.
（131） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.269 f. 連邦行政裁判所（BVerwG）の三つの判決について、分析し
た研究として、中川義朗『ドイツ公権理論の展開と課題』256 頁以下参照。
（132） 　BVerwGE 1, S. 159 ff.
（133） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 269.
（134） 　Entscheidung vom 14. 7. 1959, BVerwGE 9, S. 78 ff.
（135） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 269 f.
（136） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 270: BVerwGE 11, S. 95 = DVBl. 1961, S. 125 ff.
（137） 　Vgl., Rupp, a.a.O., S.270f.
（138） 　Vgl., Rupp, a.a.O., S.272.
（139） 　原田尚彦「公権力の発動を請求する権利」民商法雑誌第 78 巻臨時増刊号（４）『末
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川先生追悼論集・法と権利４』（1978 年）133 頁参照。
（140） 　原田・前掲 143 頁（註５）参照。
（141） 　原田尚彦『行政責任と国民の権利』（1979 年、弘文堂）79 頁参照。
（142） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S.272.
（143） 　原田尚彦『行政法要論　全訂第七版〔補訂二版〕』（2012 年、学陽書房）82 頁以下、
とくに 86 頁以下参照。
（144） 　原田・前掲書 86 頁以下参照。
（145） 　原田『行政責任と国民の権利』19 頁参照。









題にしただけのことをお断りしておきたい。高木・前掲 115 頁以下、124 頁参照。
（148） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 131 ff.
（149） 　原田尚彦『行政法要論　全訂第六版』（2007 年、学陽書房）92 頁参照。
（150） 　第二版はしがき、参照。
（151） 　Vgl. Rupp, a.a.O., 1. Aufl., 1965, S. 140 f. フォルストホッフ理論やルップ理論が反対す
るのは、不確かな価値や価値システムの旗印の下に、古いけれども自由という確かな
保護手段に置き換えようとする試みに対してである。Vgl., Rupp, a.a.O., S.140f.













Henkeの法関係論、および資金補助行政に関する Henkeの研究（Das Recht der 





























（161） 　太田・前掲 226 頁参照。
（162） 　太田・前掲 219 頁参照。
（163） 　大橋洋一『現代行政の行為形式論』（1993 年、弘文堂）４頁参照。Vgl. Rupp, a.a.O. S. 
142.
（164） 　大橋・前掲書 4頁参照。
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（169） 　Vgl. Rupp, a.a.O., S. 258ff.
（170） 　Vgl. Rupp, a.a.O. S.142.
（171） 　Vgl. Rupp,a.a.O. S. 132.
（172） 　Vgl. Rupp,a.a.O. S. 132.
（173） 　Vgl. Rupp, a.a.O. S. 143.
（174） 　大橋・前掲書 29 頁。













（1997 年、公法研究 59 号＝日本国憲法 50 周年、回顧と展望、Ⅵ社会権部会）323 頁以
下参照。
（182） 　横山・前掲 333 頁参照。
（183） 　公法研究 59 号 367 頁参照。
（184） 　横山・前掲発言（公法研究 59 号 367 頁参照）。
（185） 　この問題に関しては、村上武則監修・横山信二編『新・応用行政法』（2017 年、有
信堂光文社）29 頁以下参照。
（186） 　とりわけ、横山信二『行政の裁判統制と司法審査：行政裁判の理論と制度』（2017 年、
有信堂高文社）参照。
